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研究要旨 

研究目的：本研究の目的は「自殺未遂者への精神医療の質の担保や効率的な支援を提供するために、精

神医療地域連携パスを考案して実践すること」である。平成 26 年度は地域の実情にあったモデルの作

成をテーマに、神奈川県央部の東海大学病院において以下の調査・研究を行った。 

研究方法：①自殺企図で入院となった症例に対する社会支援のニーズに関する調査、②自殺再企図のリ

スクファクターに関する研究、③地域連携のための地域社会資源に関する調査を行った。 

結果：これらの結果から、a) 救命センターの医療圏が複数の市・保健所の管轄に跨る場合には、窓口

やサービスの内容が地域によって異なるために、必要なサービスを斡旋して繋いでいく精神科ソーシャ

ルワーカーが重要であること、b)自殺再企図患者は退院後に精神科医療機関に継続通院している症例も

多く、精神科医療機関との再企図予防策などについての検討が必要であること、c)パス導入のためには

医療機関・地域社会資源を含めた定期的な検討会・勉強会などが必要であることなどが明らかとなった。 

まとめ：精神医療地域連携パスの作成・運用は地域の実情に合わせた形で行われることが重要であり、

有効なパスを作成・運用していくためには地域情報の確保、関係する職種のスキルアップとサポート体

制などが重要であると考えられた。 

 

研究目的 
本研究の主たる目的は、「自殺未遂者への精神

医療の質の担保や効率的な支援を提供するため

に、精神医療地域連携パスを考案して実践する

こと」である。精神疾患に関する地域連携のた

めのクリニカルパスは、認知症、うつ病、統合

失調症などでは既に報告されているが、自殺未

遂者を対象としたものはほとんどない。 

われわれは平成 25 年度に政令指定都市であ

る相模原市において、自殺未遂者支援のための
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精神医療地域連携パスの試案（相模原モデル）

を作成した。引き続いて、平成 26 年度は非政令

指定都市（神奈川県央部）モデルの作成をテー

マに、神奈川県央部の 3 次救命センターである

東海大学病院において以下の調査・研究を行っ

た。 

①自殺企図で入院となった症例に対する社会

支援のニーズに関する調査 

②自殺再企図のリスクファクターに関する研

究 

③地域連携のための地域社会資源に関する調

査 

研究方法 
① 自殺企図で入院となった症例に対する社会

支援のニーズに関する調査 

＜目 的＞ 

 救命センターに搬送された自殺未遂者の社会

的支援に対するニーズを明らかにする。 

＜方 法＞ 

 当院高度救命救急センターに自殺企図で搬送

され、入院となった症例に対し、精神保健福祉

士が身体的側面や心理社会的側面に対する評価

を行う。その結果をもとに、年代、入院日数、

職業、同居人の有無、居住地、保険、自殺企図

歴、転帰などについて精神保健福祉士の介入群

と非介入群の比較を行う。2 群間の比較は、入

院日数に関しては Mann-Whitney U test、その

他の項目については Fisher’s extract test を行

った。 

（なお、本研究は神奈川県自殺未遂者支援事業

委託業務の一部のデータを利用して行ってい

る。） 

② 自殺再企図のリスクファクターに関する研

究 

＜目 的＞ 

当院高度救命救急センターを受診または入院

となった自殺企図者を 2 年間追跡調査し、自殺

企図後の実態把握、および再企図のリスクファ

クターを探索的に調査する。 

＜方 法＞ 

 当院救命救急センターにおける外来及び入院

自殺企図患者で、文書による同意を得られたも

のを対象とし、当院受診または退院から 2年間、

6 ヶ月ごとに、退院後の自殺企図や自傷行為の有

無、時期、手段、搬送の有無、退院後の通院の

有無、精神科的理由による入院の有無などを書

面にて調査する。そして、当院入院時に把握した

患者背景、精神現症の重症度、精神科診断などを

独立因子として、自殺再企図のリスクファクターを探

索的に調査する（なお、本研究は現在も継続し

ており、提示する結果は中間解析を行ったもの

である）。 

③ 地域連携のための地域社会資源に関する調

査 

地域自殺対策検討会への参加、平塚保健福祉

事務所秦野センター、神奈川県精神保健福祉セ

ンターへのヒアリングなど 

（倫理面への配慮） 
なお、本研究の①自殺企図で入院となった症

例に対する社会支援のニーズに関する調査、②

自殺再企図のリスクファクターに関する研究に

ついては東海大学医学部 臨床研究審査委員会

の承認を受けて行っている。 

 

研究結果 
① 自殺企図で入院となった症例に対する社会

支援のニーズに関する調査 

 平成 26 年 4 月-10 月に 160 例が自殺企図で入

院となり、年代別では 40 歳代（28.1％）、30 歳

代（16.3％）、20 歳代（16.3％）の順に多かっ

た。職業は全体では「無職」が 70 例（43.8％）
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と最も多く、次いで「被雇用・勤め人」50 例

（31.3％）、「学生」16 例（10.0％）であった。

同居人「あり」は「なし」より圧倒的に多く、

125 例（78.1％）であった。自殺企図者全体の

在院日数は 10.9 日（24.5 S.D.）で、居住地は

14 市 8 町と 5 都道府県に跨っていた。自殺未遂

歴は「あり」が 66 例（41.3％）で、「なし」が

62 例（38.8％）、「不明」が 32 例（19.9％）で

あった。保険にはほとんどの人が社会保険もし

くは国民健康保険へ加入していた。動機・原因

は「不明」が 55 例（34.4％）と最も多かったが、

次いで「家庭の問題」「健康問題」が多かった。

転帰としては「自宅退院（当院精神科通院）」が

19 例（11.9％）、「自宅退院（他院精神科通院）」

が 92 例（57.5％）、「自宅退院（精神科通院拒否）

が 8例（5％）、「転院（精神科病院）」21例（13.1％）、

「転院（精神科病院以外）」12 例（7.5％）、「死

亡」6 例（3.8％）、「入院中」2 例（1.3％）であ

った。全症例 160 例のうち、49 例（30.6％）は

何らかの精神保健福祉士による介入が必要であ

った。介入が必要であった症例の居住地は神奈

川県内 13 市 3 町と静岡県に跨っていた。精神保

健福祉士が介入群と非介入群で、各項目を比較

したが、「入院日数」「転帰」以外の項目では有

意差は認められなかった。「入院日数」の項目で

は、PSW 介入群の入院日数が有意に長い傾向に

あった。また、「転帰」の項目では当院精神科外

来への通院群は精神保健福祉士の介入が少なく、

精神科病院以外の病院に転院は介入群が多い傾

向にあった。 

② 自殺再企図のリスクファクターに関する研

究（中間解析結果） 

現在までに半年後質問紙を 94 例、1 年後質問

紙を 83 例に送付し、それぞれ 39 例（回収率

41.5％）、29 例（回収率 34.9％）の返信を得た。

自傷・自殺の再企図が見られた症例はそれぞれ

17 例、12 例であり、その中で精神科医療機関

に通院していた症例は 15 例、11 例であった。

また、自傷・自殺企図をした症例の中で精神科

入院をした症例はそれぞれ 6 例、5 例であった。 

③ 地域連携のための地域社会資源に関する調

査 

平塚保健福祉事務所秦野センター主催地域自

殺対策検討会への参加、平塚保健福祉事務所秦

野センター、神奈川県精神保健福祉センターへ

のヒアリングなどにより、地域の自殺未遂者支

援の体制、保健福祉事務所の所管などがあきら

かとなった。 

 

考察 
 近年、精神科の領域でも認知症やうつ病、統

合失調症などを対象にした地域連携パスが開発

されて試みられてきている。われわれも以前か

ら自殺企図患者を対象にした精神医療地域連携

パスの作成を試みてきたが、自殺未遂者支援に

は救命センターから精神科医療機関、地域の社

会的支援など様々な機関、職種が関わるために、

各職種の役割分担や個人情報の扱いなどで注意

が必要なことが問題として挙げられていた。ま

た、従来われわれが作成してきた精神医療地域

連連携パスは政令指定都市内の唯一の 3 次救命

救急医療機関である北里大学病院救命救急セン

ターを中心としたもので、地域の社会的支援な

ども市の精神保健福祉センターを中心として介

入するモデルであり、患者への支援の流れがシ

ンプルなものであった。しかし、日本国内の多

くの地域では 3 次救急医療機関の医療圏は、行

政の管轄とは異なっており、幅広い地域から患

者が搬送されてきているのが実情である。今回、

われわれは非政令指定都市である神奈川県県央

部にある東海大学病院救命センターで、搬送さ



 

66 

れている自殺企図患者の特徴や社会的支援のニ

ーズを明らかにする調査として①自殺企図で入

院となった症例に対する社会支援のニーズに関

する調査、②自殺再企図のリスクファクターに

関する研究を行い、また、地域の医療機関の状

況、社会的支援の現況を把握するために③地域

連携のための地域社会資源に関する調査を行っ

た。 

「自殺企図で入院となった症例に対する社会

支援のニーズに関する調査」では救命センター

に自殺企図で入院する患者の約 30％は何らか

の精神保健福祉士による介入が必要な状態であ

ることが明らかとなったが、一方で、患者の居

住地が 14 市 8 町と 5 都道府県に跨っているこ

とも明らかとなった。地域行政機関へのヒアリ

ングでは、自殺未遂者への支援体制は管轄の保

健福祉事務所により差があることも明らかとな

り、対象者に必要な支援と地域との関係を取り

持つ精神保健福祉士の役割は、自殺未遂者支援

の精神医療地域連帰依パスを運用していく上で

重要であることが考えられた。 

また、「自殺再企図のリスクファクターに関す

る研究」では中間解析の状況ではあるが、自殺

再企図者は継続通院している精神科医療機関を

有していることが明らかとなった。この結果は、

再企図予防を考える上でも重要である。今後、

地域の精神科医療機関との連携を深めていく中

で、再企図予防のために必要な要因を明らかに

していくことは、精神医療地域連携パスに参加

する医療機関の使命であり、今後の課題である

と考えられる。 

今回の調査から、同じ県内の相模原市にある

北里大学病院と神奈川県西部の東海大学病院で

は搬送される自殺企図患者のプロフィールや、

地域の社会的支援の体制にも大きな違いがある

ことが明らかとなった。これらの事実は、自殺

企図者にとって真に有効な精神医療地域連携パ

スを考える上で重要であり、実際に運用する際

には地域の実情をきちんと把握し、パスに関与

する人たちが情報を共有できる形を作り上げて

いくことが重要と考えられた。そのためには、

医療機関・地域社会資源を含めた定期的な検討

会・勉強会などが必要であることなどが明らか

となった。 

 

結論 
今年度の調査結果から、a) 非政令指定都市で

救命センターの医療圏がいくつかの市・保健所

の管轄にまたがる場合には相談窓口やサービス

の内容が地域によって異なっているために、必

要なサービスを斡旋して繋いでいく精神科ソー

シャルワーカーが重要であること、b) 自殺再企

図患者は救命センター退院後に精神科医療機関

に継続通院している症例も多く、精神科医療機

関（病院・クリニック）との再企図予防策など

についての検討が必要であること、c)精神医療

地域連携パスを導入していくためには医療機

関・地域社会資源を含めた定期的な検討会・勉

強会などが必要であることなどが明らかとなっ

た。これらの結果をもとに、今後も精神医療地

域連携パスを改訂し、普及・啓発をしていく予

定である。 

 

健康危険情報 
特になし。 
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